
 

 
 

平成20年2月期 中間決算短信  

平成 19 年 10 月 12 日 

上  場 会 社 名 わらべや日洋株式会社 上場取引所 東 

コ ー ド 番 号 2918 URL http://www.warabeya.co.jp/ 
 

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)陶    新二  

問 合せ先責任者 (役職名)常務取締役管理本部長 (氏名)窪田  彰二 TEL (042)345－3131 

半期報告書提出予定日 平成19年11月15日   
 

 (百万円未満切捨て)

1. 平成 19 年 8月中間期の連結業績（平成 19 年 3 月 1日～平成 19 年 8月 31 日） 

(1) 連結経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年8月中間期 73,677 4.8 2,362 9.5 2,393 17.4 1,199 49.4 

18年8月中間期 70,320 0.9 2,158 63.4 2,039 66.2 802 49.6 

19年2月期 138,828 ― 3,948 ― 3,650 ― 1,132 ― 
 

 
1株当たり中間 
(当期)純利益 

潜在株式調整後
1株当たり中間
(当期)純利益

 円 銭 円 銭
19年8月中間期 72 43 72 20 
18年8月中間期 49 05 48 72 

19年2月期 69 04 68 67  
(参考) 持分法投資損益 19年8月中間期 ─百万円 18年8月中間期 ─百万円 19年2月期 ─百万円

(2) 連結財政状態 
 

 総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 
 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年8月中間期 64,737 26,526 40.9 1,599 15 

18年8月中間期 63,761 25,047 39.3 1,528 45 

19年2月期 63,266 25,566 40.4 1,546 32  
(参考) 自己資本 19年8月中間期26,508百万円 18年8月中間期25,033百万円 19年2月期 25,551百万円

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 
 

 
営業活動による 

 キャッシュ・フロー 
投資活動による 

 キャッシュ・フロー
財務活動による 

 キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物

期末残高 
 百万円 百万円 百万円 百万円

19年8月中間期 1,073 △2,132 △136 6,488 

18年8月中間期 3,598 △2,878 1,969 7,488 

19年2月期 6,801 △5,087 1,156 7,676 

 

2. 配当の状況 

 1株当たり配当金 

(基準日) 中間期末 期末 年間 
 円 銭 円 銭 円 銭

19年2月期  ─ 17 50 17 50

20年2月期(実績)  ─  ─

20年2月期(予想)  ─ 17 50
17 50

 

3. 平成 20 年 2月期の連結業績予想（平成 19 年 3 月 1日～平成 20 年 2月 29 日） 

 (％表示は、対前期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通 期 145,027 4.5 4,324 9.5 4,203 15.1 2,148 89.7 129 58 
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4. その他 

(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） 無 

(2) 中間連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（中間連結財務諸表作成のための基

本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

① 会計基準等の改正に伴う変更  有 

② ①以外の変更         無 

〔(注) 詳細は、15 ページ「中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。〕 

 

(3) 発行済株式数（普通株式） 

① 
期末発行済株式数 
(自己株式を含む) 

19年8月中間期  16,586,160株 18年8月中間期  16,387,060株 19年2月期  16,533,660株

② 期末自己株式数 19年8月中間期 9,619株 18年8月中間期 8,934株 19年2月期 9,339株

(注) 1 株当たり中間(当期)純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、34 ページ「1 株当たり

情報」をご覧ください。 

 

(参考) 個別業績の概要 

 
1. 平成 19 年 8月中間期の個別業績（平成 19 年 3 月 1日～平成 19 年 8月 31 日） 

(1) 個別経営成績 (％表示は対前年中間期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 中間(当期)純利益 
 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年8月中間期 52,491 3.1 1,688 2.8 1,991 7.8 1,183 27.2 

18年8月中間期 50,916 0.6 1,642 89.6 1,846 81.5 930 42.6 

19年2月期 99,670 ― 3,158 ― 3,310 ― 1,358 ― 
 

 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

 円 銭 
19年8月中間期 71 47 

18年8月中間期 56 86 

19年2月期 82 86 

 

(2) 個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭
19年8月中間期 43,550 25,520 58.6 1,539 53 

18年8月中間期 41,203 23,987 58.2 1,464 60 

19年2月期 41,942 24,594 58.6 1,488 39 
 

(参考) 自己資本 19年8月中間期25,520百万円 18年8月中間期23,987百万円 19年2月期 24,594百万円

 

2. 平成 20 年 2月期の個別業績予想（平成 19 年 3 月 1日～平成 20 年 2月 29 日） 

 (％表示は対前期増減率)
 

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
1株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭
通 期 103,775 4.1 3,029 △4.1 3,373 1.9 1,987 46.3 119 87 

 
 ※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記の予想は現時点において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は今後様々な要因により、
予想と異なる可能性があります。 
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1　経営成績

(1) 経営成績に関する分析

（当中間期の経営成績）

  当中間連結会計期間におけるわが国経済は、個人消費が伸び悩んでいるものの、企業収益の改善を背景

とする設備投資の拡大や、完全失業率の低下など雇用情勢の改善により、景気は回復基調で推移いたしま

した。

  しかしながら、食品業界におきましては、消費者の食の安全に対する意識が高まるなか、消費者ニーズ

の多様化による競争激化、輸入食材の値上がりなど経営環境は依然厳しい状況が継続しております。

  このような状況下、当社グループはグループ各社の連携により、地域特性を踏まえた新商品を含め、消

費者ニーズを追求した商品開発および徹底した品質・衛生管理に取組んでまいりました。また、本年4月

1日より稼働いたしました東京工場につきましては、立ち上りの経費負担はありましたが、効率的な生産

体制を構築しております。

  この結果、当中間連結会計期間の売上高は736億7千7百万円（前年同期比33億5千7百万円、4.8％増）、

営業利益は23億6千2百万円（前年同期比2億4百万円、9.5％増）、経常利益は23億9千3百万円（前年同期

比3億5千3百万円、17.4％増）、中間純利益は11億9千9百万円（前年同期比3億9千6百万円、49.4％増）と

なりました。

  事業の種類別セグメントの概況は、以下のとおりであります。

【食品関連事業】

  食品関連事業では、平成18年10月に兵庫県三木市において工場運営を開始したわらべや関西株式会社が

増収となったほか、北海道地区、福島地区においても商品供給エリアの拡大を図ってまいりました。ま

た、株式会社わらべやも増収となりました。

  この結果、売上高は561億6千7百万円（前年同期比26億2千5百万円、4.9％増）、営業利益は18億3千7百

万円（前年同期比1億3千8百万円、8.2％増）となりました。

【食材関連事業】

  食材関連事業では、グループ各社との連携により、品質や安全・安心を考慮した食材開発に努め、特

に、水産品加工品等の売上の伸びが増収につながりました。また、管理費用の節減等により増益となりま

した。

   この結果、売上高は108億5千7百万円（前年同期比3億6千万円、3.4％増）、営業利益は1億4千万円（前

年同期比6千8百万円、94.9％増）となりました。

【物流関連事業】

  物流関連事業では、継続して業容拡大に努め、前期に開設した営業所等が増収に寄与したものの、物流

センターの移転に伴う費用増により利益面では減益を余儀なくされました。

  この結果、売上高は48億1千万円（前年同期比1億9百万円、2.3％増）、営業利益は1億9千4百万円（前

年同期比5千万円、20.5％減）となりました。

【その他の事業】

  製造設備関連事業では、拡販に努めた結果、セグメント間取引を含む売上高は増収となり、利益面につ

きましても増益となりました。

  この結果、売上高は18億4千2百万円（前年同期比2億6千2百万円、16.6％増）、営業利益は2億7千9百万

円（前年同期比1億8千万円、181.2％増）となりました。
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（当期の見通し）

  今後の見通しといたしましては、わが国経済は、好調な国内民間需要に支えられた景気回復が持続する

と予想されます。

  しかしながら、食品業界におきましては、消費者ニーズの多様化、原油高などによる素材価格や燃料価

格の高止まり懸念も残り、経営環境は依然厳しいものと思われます。

  このような状況下、当社グループは「ニーズの追求と変革の推進」の経営理念のもと、消費者のニーズ

に適った安全・安心な価値ある商品づくり、生産効率の改善ならびに体質の強化を目指してまいります。

  食品関連事業におきましては、消費者ニーズを追求した安全・安心な商品の開発・製造に邁進するとと

もに、当社の主要販路でありますコンビニエンスストア業界と、新たな販売チャネルとして既に取引を開

始しておりますスーパーマーケット業界への拡販を図ってまいります。

  食材関連事業におきましては、引き続き原料、食材のトレーサビリティの確保に注力するとともに、国

内外メーカーと連携し、新規食材の開発を進め、営業力強化も図ってまいります。

  物流関連事業におきましては、流通拠点の整備・効率化を行い、また、本年7月より開始いたしました

軽貨宅配事業の拡大にも努めてまいります。

  その他の事業におきましては、食品製造設備等の販売強化ならびに新規調理機器の技術革新と市場の開

拓を図ってまいります。

  以上により、通期の連結業績予想といたしましては、売上高は1,450億2千7百万円（前期比4.5％増）、

営業利益は43億2千4百万円（前期比9.5％増）、経常利益は42億3百万円（前期比15.1％増）、当期純利益

は21億4千8百万円（前期比89.7％増）を見込んでおります。

　

(2) 財政状態に関する分析

当中間連結会計期間末の総資産は647億3千7百万円で前中間連結会計期間末に比べ9億7千5百万円の増加

となりました。

流動資産は246億7千8百万円で、前中間連結会計期間末に比べ11億7千7百万円の減少となりました。主

なものは現金及び預金が9億9千9百万円減少したことによるものであります。

固定資産は400億1千4百万円で、前中間連結会計期間末に比べ21億9千万円の増加となりました。主なも

のは東京工場の完成により有形固定資産が24億5千7百万円の増加、投資その他の資産が2億9千4百万円減

少したことであります。

負債合計は382億1千1百万円で前中間連結会計期間末に比べ5億2百万円減少しました。主なものは支払

手形及び買掛金が10億8千万円の減少、短期借入金が8億9千3百万円の減少、その他流動負債が9億1千2百

万円の増加及びその他固定負債が2億3千7百万円の増加したことであります。

純資産の部の合計は265億2千6百万円で、前中間連結会計期間末に比べ14億7千8百万円の増加となりま

した。主なものは当期純利益の計上により利益剰余金が増加したことであります。
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キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間の連結キャッシュ・フローの状況は、以下のとおりであります。

　　 　 　 　 　 (単位：百万円）

　　 　 期別　前中間連結会計期間 当中間連結会計期間

増減

前連結会計年度

　　 　 　 (自　平成18年3月 1日 (自　平成19年3月 1日 (自　平成18年3月 1日

　 科目 　 　 　至　平成18年8月31日) 　至　平成19年8月31日) 　至　平成19年2月28日)

　営業活動によるキャッシュ・フロー 3,598 1,073 △2,525 6,801

　投資活動によるキャッシュ・フロー △2,878 △2,132 746 △5,087

　財務活動によるキャッシュ・フロー 1,969 △136 △2,105 1,156

　現金及び現金同等物に係る換算差額 △5 7 12 1

　現金及び現金同等物の増減額 2,683 △1,187 △3,871 2,871

　現金及び現金同等物の期首残高 4,805 7,676 2,871 4,805

　
現金及び現金同等物の中間期末
（期末）残高 7,488 6,488 △999 7,676

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動による増加と

財務活動および投資活動による減少により11億8千7百万円の減少となり、当中間連結会計期間末残高は64

億8千8百万円（前年同期比13.4％減）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動による資金の増加は10億7千3百万円（前中間連結会計期間は35億9千8百万円の増加）となりま

した。これは主に、税金等調整前中間純利益（23億8千8百万円）、減価償却費（15億1千4百万円）による

資金の増加と売上債権の増加（11億7千3百万円）、法人税等の支払い（14億9千4百万円）による資金の減

少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動による資金の減少は21億3千2百万円（前中間連結会計期間は28億7千8百万円の減少）となりま

した。これは主に、有形固定資産の取得による支出（23億3百万円）によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の減少は1億3千6百万円（前中間連結会計期間は19億6千9百万円の増加）となりま

した。これは主に、長期借入れによる収入（16億5千万円）と長期借入金の返済による支出（20億5千8百

万円）によるものです。
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キャッシュ・フロー指標のトレンド

　

平成18年2月期 平成19年2月期 平成20年2月期

中間 期末 中間 期末 中間

自己資本比率(％) 41.1 41.7 39.3 40.4 40.9

時価ベースの自己資本比率
(％)

46.5 45.6 41.6 43.0 40.7

キャッシュ・フロー対有利子
負債比率(％)

6.7 5.6 2.7 2.7 8.7

インタレスト・カバレッジ・
レシオ(倍)

10.1 14.0 27.7 24.5 7.1

　（注）自己資本比率 ：自己資本/総資産

　　　　時価ベースの自己資本比率 ：株式時価総額/総資産

　　　　キャッシュ・フロー対有利子負債比率 ：有利子負債/営業キャッシュ・フロー

　　　　インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー/利払い
　　※1．各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。

 2．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出しております。

 3．営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対

象としております。また、利払いについては、連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しており

ます。

 4．キャッシュ・フロー対有利子負債比率の中間期での計算は、営業キャッシュ・フローを年額に換算するため2

倍にしております。

　

(3）利益配分に関する基本方針

当社は、財務体質および経営基盤強化のための内部留保に配慮しつつ、株主の皆様への適切な利益還元

を経営における最重要課題の一つと位置付け、安定した配当を継続的に実施していくことを基本方針とし

ております。

  また、内部留保につきましては、財務体質の充実・強化を図りながら、今後の事業展開を見据え、業容

の拡大、省力化、環境に配慮した設備投資および新素材、新商品の研究開発等に活用してまいります。

　

(4) 事業等のリスク

当社グループの事業展開、経営成績その他に関してリスク要因となる可能性があると考えられる主な事

項、ならびに必ずしも事業上のリスクに該当しない事項についても、投資家の投資判断上重要であると考

えられる事項については、投資家に対する情報開示の観点から積極的に「有価証券報告書」に開示してお

ります。なお、前連結会計年度の有価証券報告書提出時以降、本短信発表時までに新たに認識した事業等

のリスクはありません。
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2　企業集団の状況

　

当社の企業集団は、当社、子会社13社および関連会社1社で構成されております。企業集団の各々が行っ

ている事業は、米飯群、調理パン群、惣菜群等調理済食品の製造、販売を中心とする食品関連事業、食品用

材料の仕入、製造、販売を主とする食材関連事業、食品関係の配送を中心とした物流関連事業が主な事業内

容であります。このほか、食品製造設備等の販売業務、その他の業務の事業活動を展開しております。

  当社の企業集団が営む主な事業内容と当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。なお、区分方

法については「セグメント情報」における事業の種類別セグメント情報の区分と同一であります。

事業区分 　 主たる事業の内容 　　 当社および連結子会社 　

食品関連事業

　調理済食品の製造、販売 　　わらべや日洋㈱ 　

　調理済食品の製造 　　わらべや関西㈱ 　

　調理済食品の製造 　　わらべや東海㈱ 　

　調理済食品の製造 　　わらべや北海道㈱ 　

　調理済食品の製造 　　わらべや福島㈱ 　

　調理済食品の製造、販売 　　㈱わらべや 　

　調理済食品の製造、販売 　　 WARABEYA U.S.A.,INC. 　

食材関連事業
　食品用材料の仕入、販売 　　㈱日洋 　

　食品用材料の加工 　　㈱日洋フレッシュ 　

物流関連事業 　食品関係配送 　　㈱ニチヨーキャリー 　

その他の事業 　食品製造設備等の販売 　　㈱東京フードシステム 　

　

  当社の企業集団等の事業系統図は次のとおりであります。

　

　

　（注）☆は連結子会社であります。
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